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安全で持続可能な水利用のための放射性物質移流拡散シミュレータの開発 

 

 

§１．研究実施体制  

 

（１）沖グループ 

① 研究代表者：沖 大幹 （東京大学生産技術研究所、教授） 

② 研究項目 

・統括 

・流域水質シミュレータの開発・発生源解析および曝露量評価 

 

（２）芳村グループ 

① 主たる共同研究者：芳村 圭 （東京大学大気海洋研究所、准教授） 

② 研究項目 

・メソスケールトレーサーモデルの開発 

 

（３）末木グループ 

① 主たる共同研究者：末木 啓介 （筑波大学数理物質系、教授） 

② 研究項目 

・環境分析 
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§２．研究実施の概要  

 

これまで、首都圏において比較的放射性物質濃度が高い手賀沼流域において、沖グループお

よび末木グループの連携によりモニタリングの実施とデータの蓄積を進めてきた。特に雨天時のモ

ニタリングを頻度高く行うことで、沖グループが進めている流域水質シミュレータの精度向上を進め

てきた。 

 

（１）沖グループ 

沖グループは、大堀川流域に沈着した放射性セシウム量に対する浮遊物質（SS）中の放射性セ

シウム濃度が、福島県阿武隈川などの流域よりも高いことを明らかにした。これは、流域間の土地

利用の違いが関与しており、市街地を流域に擁する大堀川では相対的に SS 中放射性セシウム濃

度が高いと考えられた。これまでに、本グループでは、市街地を流域に擁する大堀川では、道路

塵埃などの地表面堆積物からの寄与が大きいことを報告してきたが、これらの結果と整合性があっ

た。さらに、SS サンプラーによる SSの連続モニタリングおよび底質サンプリングを実施し、SSに付着

した放射性セシウムの輸送フラックスを定量化した。その結果、事故があった平成２３年の輸送量

が大きく、その後は年間 2 桁程度ずつ減少していることが明らかになった。また、大堀川の下流に

位置する手賀沼においても、堆積物コアから放射性セシウムの堆積量を算定し、流域の堆積量や、

上記の輸送フラックスとの比較を実施した。その結果、放射性セシウムの流域への降下量に対する

輸送の割合が、福島県阿武隈川流域と比べて大堀川流域では 10倍近く大きいことがわかり、流域

の土地利用が主に市街地であることがこの原因と推察された。 

これらの観測データが蓄積されている大堀川を対象に、流域水質シミュレータを適用し、

混合砂礫モデルに基づく、粒径～放射性セシウム濃度の関係に関する知見等を採用し、SS 濃

度、放射性セシウム濃度、河川流量について、降雨時及び無降雨時における濃度変化の解析を

行った。その結果、SS 濃度、放射性セシウム濃度ともに再現性の精度が向上することか確認され

た。また、河床変動に関する解析の結果、流域内（上流調整池、道路塵埃）からの水、土砂および

放射性セシウムの流出が河道での動態に影響を及ぼしていることが示唆された。 

また、都市域における放射性セシウムの移動経路の終末点の一つとも考えられる下水処理場を対

象にした調査も行った。福島県内の下水処理場の汚泥に含まれるセシウム 137 の濃度および汚泥

発生量に関するデータを再解析し、セシウム 137 が下水処理場の集水域から下水処理場に至るま

での動態を逆推定した。その結果、集水域から下水処理場へ流入する放射性セシウムは逓減特

性が異なる 3 つの成分で構成され、Kobayashi & Yokoo (2013)の手法を用いることで、その量は、

長期的には明確に減少傾向にあることが示された。さらに、これまでに確立した、飲食物の入荷量

のデータをもとに飲食物由来の被曝量と発がんリスクを推計する手法を適用し、福島市、東京、大

阪における被曝量および発がんリスクの評価を実施した。これらの推定手法は、陰膳法やマーケッ

トバスケット法による観測結果とよく一致し、推計手法の妥当性が担保できた。事故後 1 年間の飲

食物由来の被曝量は、成人男子の実効線量でみると、福島市にて 62μSv、東京にて 25μSv、大

阪にて 2.7μSv であった。本調査報告は UNSCEAR や WHO の報告結果よりも 1 ケタ程度低かっ

た。UNSCEAR や WHO の結果は、飲食物の入荷状況について詳細な計算をせず、また、陰膳法
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やマーケットバスケット法による観測結果との比較を行っていないものであり、推計結果は過大評

価している。本研究により、より精緻な被曝量推計結果を提示することができた。 

 

（２）末木グループ 

末木グループは、上述した大堀川流域に沈着した放射性セシウム量の測定を中心に進めた。こ

れと並行して表層水溶存態中の放射性セシウムおよびヨウ素 129 の測定も行った。SS 中放射性セ

シウムと溶存態中の放射性セシウム濃度が強い相関を示すことを明らかにし、分配係数を求めるこ

とができた。また、大堀川流域では溶存態中の放射性セシウムとヨウ素 129 の間に相関関係がある

ことが分かった。これらの関係が一般的であるかの実証を含めて、福島県内の帰宅困難地域を流

れる請戸川で上流から下流に向けての表層水の採取と分析を行ったが、降下量が多い地域の河

川では明らかな相関は見られないことから大堀川特有の現象であると理解される。同様に河川水

中の溶存イオン濃度を ICP-MS を用いて測定し、放射性セシウムの溶出機構を視野において研究

を続けている。 

 

（３）芳村グループ 

 芳村グループでは、平成２６年度研究計画に沿い、モデル開発と数値実験の検証を行った。新し

く開発されたスキームを導入して様々な感度実験を実施し、再現精度の評価を行った (Saya et al., 

2015)。また、沖グループと連携し、放射性物質の沈着分布を流域水質シミュレータの入力値として

用いる手法の開発に着手した。また、陸面に沈着した放射性物質が流出していく過程をモデリング

するための河川流出モデルの開発を進めている。放射性物質輸送の再現精度の大幅な向上を目

的として、低解像度の境界値データ（NCEP 再解析値）に代えて高解像度データ（気象庁

GPV-MSM）を数値モデル IsoRSM（Isotope-incorporated regional spectral model）に適用した。平

成 23 年 3 月 21 日の関東地方への輸送の再現精度が低解像度境界値データ適用時に比べて大

きく向上した。一方で、再現精度が低い数値モデルによる降水量の代わりに観測雨量データ

（RADAR-AMeDAS）を用いた手法を開発し、湿性沈着量分布（セシウム 137）の再現性を調査した。

観測雨量を用いることで数値モデルにより再現された湿性沈着分布より再現性が向上することを確

認した。平成 26 年度の成果としてモデル開発に関する複数の論文が国際誌に受理された。その

他、モデル開発に関連した研究について、国内外で複数の学会発表を行った。 

このように、各グループの密接な連携により、観測データとモデリングにもとづいた、大気中の移

流拡散と流域中の放射性物質の挙動に関するシミュレータの開発が進んでおり、リスク推計や回

避のための早期警戒に資する統合的なシステムが構築されつつある。 
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